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地域における自閉症児者に対する支援機関の連携
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要 旨
本研究の目的は、発達障害者支援センターの職員における、自閉症児者を支援する関係機関との連
携に対する認識を明らかにすることである。このため、発達障害者支援センターの職員を対象とし
て、自閉症児者を支援する関係機関との連携に対して意識する度合いを問う、独自の質問を記載した
質問紙票による調査を実施した。その結果、発達障害者支援センターの職員は、自閉症児者を支援す
る関係機関との連携を広く捉えていること、及び「発達に関する支援」、「相談による支援」、「就労に
関する支援」、「療育による支援」の 4視点から連携を捉えていること等が考察された。
Key words：自閉症、発達障害者支援センターの職員、関係機関との連携
Ⅰ．はじめに
2013年に DSM-5に改訂され、自閉症に対する新たな定義が示された。1994年から20年近く使用された
DSM-Ⅳ（米国精神医学会 American Psychiatric Association：APA）における「精神障害の診断・統計
マニュアル第 4版Diagnostic and StatisticalManual ofMental Disorders 4th Edition：DSM-Ⅳ，1994」で
は自閉性障害として、①相互的対人関係における障害、②意志伝達の障害、③行動・興味及び活動が限定
され反復的で常同的な様式の 3領域における特徴が、生後 3年以内に発現する発達障害と定義されてい
る
1)
。自閉症スペクトラム障害（autism spectrum disorder : ASD）は、「社会性の障害」、「コミュニケー
ションの障害」、「想像力の障害」の三つ組によって特徴づけられるとされている（Wing 1998)
2)
。
自閉症スペクトラム障害では、他者とコミュニケーションをとることに困難さがあるという社会的相互
作用の問題を重視しているため、DSM-Ⅳにおける自閉症やアスペルガー障害、非定形自閉症なども含む
広汎性発達障害とほぼ同様の定義と言える。特に、こだわり等周囲に了解できない行動があり、状態像を
捉えるのが困難なこともあって、自閉症に対する周囲の理解が進まない（松山・内田 2007)
3)
。
自閉症児者が地域で自立した生活をしていくためには、周囲の人々が障害特性について理解する必要が
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ある。しかしながら、自閉症児者の独特な障害特性や状態像を理解するのが難しいため、自閉症のある本
人だけでなく、その家族のストレスへの対応等、家族への対応を地域で行う必要がある（Gregory &
Scott 1999)
4)
。
日本では、2004年に制定された発達障害者支援法に発達障害者支援センターが規定された。発達障害者
支援センターは、都道府県・指定都市、または都道府県知事等が指定した社会福祉法人、特定非営利活動
法人等によって運営され、自閉症等の発達障害児者への支援を総合的に行っている。同法第14条では、発
達障害者支援センターの業務について、「発達障害の早期発見、早期の発達支援等に資するよう、発達障
害者及びその家族に対し、専門的に、その相談に応じ、又は助言を行うこと」、「発達障害者に対し、専門
的な発達支援及び就労の支援を行うこと」、「医療、保健、福祉、教育等に関する業務（次号において「医
療等の業務」という）を行う関係機関及び民間団体並びにこれに従事する者に対し発達障害についての情
報提供及び研修を行うこと」、「発達障害に関して、医療等の業務を行う関係機関及び民間団体との連絡調
整を行うこと」、「前各号に掲げる業務に附帯する業務」と定められている。
発達障害者支援センターには、自閉症等の発達障害児者とその家族が豊かな地域生活を送れるように、
保健、医療、福祉、教育、労働などの関係機関と連携し、地域における総合的な支援ネットワークを構築
しながら、発達障害児者とその家族からのさまざまな相談に応じ、指導と助言を行うことが求められる。
地域において自閉症児者とその家族等の関係者を支援するには、自閉症者を支援する関係機関との連携が
不可欠であるため、発達障害者支援センターの職員が関係機関との連携をどのように捉えているのかを検
討しておく必要がある。
以上より、本研究の目的は、発達障害者支援センターの職員における、自閉症児者を支援する関係機関
との連携に対する認識を明らかにすることとする。
Ⅱ．方 法
1．調査対象と調査項目
本研究における調査対象は発達障害者支援センターの職員とした。無記名で独自に作成した質問紙調査
票を使用した。合計163人の回答のうち、自閉症児者を支援する関係機関との連携に対して意識する度合
いを問う、独自の31項目の質問項目の全項目に回答している141人の質問紙調査票を有効回答とし（有効
回答率86.5％）、分析対象とした。調査項目については、回答者のプロフィールに関する性別・年齢・職
種・自閉症に関わった年数を付記した。
分析対象者のプロフィールについて、性別は男性57人（40.4％）、女性84人（59.6％）、年齢は23歳から
65歳で、平均年齢38.6歳（SD：10.2）、自閉症に関わった年数は 1年から32年で、平均8.5年（SD：7.5）
であった。
2 ．調査期間と調査方法
調査期間は、平成24年 8月27日より平成24年 9月28日までの約 1 か月間とした。
調査方法は、平成24年度に運営されている発達障害者支援センター81か所に、独自に作成した質問紙調
査票を郵送にて配布し回収する方法にて実施した。43か所（送付したセンターの53.1％）から回答が得ら
れた。なお、倫理的配慮として、質問紙調査票を郵送した発達障害者支援センターに対して、調査の主旨
とデータの分析に際しては、すべて数値化するため各発達障害者支援センターの名称は一切出ないことを
文書で説明し、回答をもって承諾が得られたこととした。
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3 ．調査内容と分析方法
質問紙調査票の作成にあたっては、自閉症児者の親10人に、地域において自閉症児者を支援する機関の
なかで、気になっている機関の名称を尋ね、得られた回答すべてを使って31項目の質問項目を作成した。
自閉症児者を支援する関係機関に対して意識する度合いを問う、独自の31項目の質問項目における回答
は、両方とも「まったく気にしていない」（ 1点）、「あまり気にしていない」（ 2点）、「どちらとも言えな
い」（ 3点）、「ある程度気にしている」（ 4点）、「かなり気にしている」（ 5点）までの 5段階評価とした。
なお、各質問項目について、等間隔に並べた 1〜 5までの数字のうち、あてはまる数字に○を付けるよう
にした。
以上の質問項目への回答に対する分析方法として、各質問項目の平均値と標準偏差を算出した。次に各
質問項目について、Promax回転を伴う主因子法による因子分析を行った。また、因子分析によって得ら
れた各因子の下位尺度に相当する項目の平均値を求めた。その際、因子ごとの項目数が異なるため、算出
された平均値を項目数で除したものを平均値として示した。さらに、各因子の下位尺度に相当する項目の
平均値を用いて、各因子間で平均値に差があるかどうかを検討するために、対応がある場合の一元配置分
散分析を行った。なお、各因子のCronbachの a係数を求め、各因子別、及び全体としての内的一貫性を
有するかどうかの検証も行った。
Ⅲ．結 果
自閉症児者を支援する関係機関に対して意識する度合いを問う、独自の31項目の質問項目に関して、各
項目の平均値・標準偏差については表 1 の通りであった。平均値の最小値は3.14（「16．（総合）リハビリ
テーションセンター」）で、最大値は4.32（18．障害者職業センター」）であった。全31項目中、22項目が
3点台（71.0％）、 9項目（29.0％）が 4点台であった。
これら31項目について、Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は0.83であった。また、Bartlettの
球面性検定では有意性が認められた（近似カイ 2乗値 3214.98 p＜.01）。このため、31項目については
因子分析を行うのに適していると判断した。
これら31項目に対して主因子法による因子分析を行った。固有値の変化は10.83、4.13、2.17、1.37、
1.21……というものであり、スクリープロットの結果からも 4 因子構造が妥当であると考えられた。そこ
で、 4 因子を仮定して主因子法・Promax回転による因子分析を行った。その結果、十分な因子負荷量を
示さなかった 2項目を除外して、再度、主因子法・Promax回転による因子分析を行った。Promax回転
後の因子パターンは表 2 の通りであった。回転前の 4 因子で29項目の全分散を説明する割合は60.73％で
あった。なお、これら29項目について、Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は0.82であった。また、
Bartlettの球面性検定では有意性が認められた（近似カイ 2乗値 2979.29 p＜.01）。
各因子の Cronbachの a係数を求めたところ、第 1因子に関しては a＝0.93、第 2因子に関しては a
＝0.89、第 3因子に関しては a＝0.85、第 4因子に関しては a＝0.73であり、全項目で0.93との値を示
したことから、各因子別に見ても、全体としても、内的一貫性を有すると判断された。
第 1因子は、「24．小学校普通学級」、「25．中学校普通学級」、「27．特別支援学級のある小学校」、「28．
特別支援学級のある中学校」、「19．保育所」など、主として教育や保育によって発達を支援する機関を内
容としていたため、「発達に関する支援」と名づけた。
第 2因子は、「15．（総合）教育センター」、「 9．保健所」、「10．児童家庭支援センター」、「 8．児童相
談所」、「 6 ．市区町村の児童福祉課（子育て支援課等）」など、主として、相談支援をする機関を内容と
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していたため、「相談による支援」と名づけた。
第 3因子は、「 7 ．障害者就業・生活支援センター」、「18．障害者職業センター」、「 3．障害者就労支
援センター」、「31．障害者支援施設（授産施設）」など、主として、就労を支援する機関を内容としてい
たため、「就労に関する支援」と名づけた。
第 4因子は、「16．（総合）リハビリテーションセンター」、「13．精神保健福祉センター」、「20．障害者
支援施設（入所施設）」、「14．精神医療センター」など、主として、医療や療育に関する支援をする機関
を内容としていたため、「療育による支援」と名づけた。
因子別の平均値（標準偏差）は、第 1因子3.90（SD .817）、第 2因子3.76（SD .661）、第 3因子4.05
（SD .651）、第 4因子3.44（SD .756）であった。
各因子間の平均値について対応がある場合の一元配置分散分析を行った結果、 4 因子の平均値間には有
意差が認められた（表 3 ）。さらに、各因子の平均値に対して多重比較を行った結果、第 1因子と第 2因
子間、第 1因子と第 4因子間、第 2因子と第 3因子間、第 2因子と第 4因子間、及び第 3因子と第 4因子
間のそれぞれに有意差が認められた。なお、第 1因子と第 3因子間には有意差は認められなかった。この
ため、発達障害者支援センターの職員は、自閉症児者を支援する関係機関との連携について、まず第 1因
子「発達に関する支援」と第 3因子「就労に関する支援」、次に第 2因子「相談による支援」、第 4因子
「療育による支援」の順に意識していると示唆された（表 4）。
表 1 関係機関との連携に対して意識する度合いについての平均値と標準偏差 ｎ＝141
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.961
.925
.925
.918
.800
.933
.822
.965
.897
1.078
.832
.980
.928
1.062
1.010
1.053
1.136
.848
1.067
1.026
1.052
.849
1.051
3.84
3.83
4.15
3.99
4.21
3.81
4.28
3.65
3.68
3.23
4.04
3.82
3.64
3.35
3.56
3.14
3.26
4.32
3.89
3.62
3.79
4.02
3.77
1．市区町村保健センター
2．市区町村教育センター（教育委員会）
3．障害者就労支援センター
4．市区町村の障害者福祉課
5．市区町村の地域生活支援事業（相談支援事業所）
6 ．市区町村の児童福祉課（子育て支援課等）
7 ．障害者就業・生活支援センター
8．児童相談所
9．保健所
10．児童家庭支援センター
11．特別支援学校
12．障害児等療育支援事業実施施設
13．精神保健福祉センター
14．精神医療センター
15．（総合）教育センター
16．（総合）リハビリテーションセンター
17．小児医療センター
18．障害者職業センター
19．保育所
20．障害者支援施設（入所施設）
21．児童発達支援センター
22．他の発達障害者支援センター
23．幼稚園
標準偏差平 均質問項目
表 2 関係機関との連携に対して意識する度合いについての因子分析結果 ｎ＝141
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.956
.968
.957
.962
1.000
.971
.952
.910
4.00
3.93
3.72
4.06
4.01
3.65
3.91
3.81
24．小学校普通学級
25．中学校普通学級
26．高校普通学級
27．特別支援学級のある小学校
28．特別支援学級のある中学校
29．大学
30．自閉症者を受け入れる企業
31．障害者支援施設（授産施設）
.016
.234
.213
-.012
.053
-.112
-.144
.055
.367
.193
.120
-.154
-.066
-.035
.036
.022
.194
.285
-.181
.137
.668
.655
.653
.633
.623
.611
.582
.517
.424
.409
-.003
-.145
-.018
.131
.214
.308
.109
-.095
.077
-.036
第 2因子「相談による支援」
15．（総合）教育センター
9．保健所
10．児童家庭支援センター
8．児童相談所
6 ．市区町村の児童福祉課（子育て支援課等）
2．市区町村教育センター（教育委員会）
11．特別支援学校
4．市区町村の障害者福祉課
1．市区町村保健センター
22．他の発達障害者支援センター
-.070
-.086
.027
.020
.214
.125
-.177
.224
-.063
-.030
.010
.021
-.051
.055
.028
.312
第 4因子第 2因子
-.064
.056
-.052
.082
-.174
-.150
.500
-.137
.972
.922
.863
.823
.785
.732
.555
.420
第 1因子「発達に関する支援」
24．小学校普通学級
25．中学校普通学級
27．特別支援学級のある小学校
28．特別支援学級のある中学校
19．保育所
23．幼稚園
26．高校普通学級
21．児童発達支援センター
第 3因子第 1因子質問項目
.521
.494
.479
.461
.087
-.004
.271
.100
.161
.401
.023
.036
-.030
-.129
.126
.154
第 4 因子「療育による支援」
16．（総合）リハビリテーションセンター
13．精神保健福祉センター
20．障害者支援施設（入所施設）
14．精神医療センター
-.062
.027
-.074
.289
.402
.336
.006
.787
.736
.692
.630
.612
.521
.490
-.021
.066
.062
.011
-.269
-.051
.231
.017
-.181
-.102
-.023
.025
.054
-.003
第 3因子「就労に関する支援」
7 ．障害者就業・生活支援センター
18．障害者職業センター
3．障害者就労支援センター
31．障害者支援施設（授産施設）
30．自閉症者を受け入れる企業
29．大学
5．市区町村の地域生活支援事業（相談支援事業所）
表 3 関係機関との連携に対して意識する度合いについての分散分析の結果
*p＜.05
表 4 関係機関との連携に対して意識する度合いについての多重比較による各因子の平均値の差
*p＜.05
Ⅳ．考 察
発達障害者支援センターの職員における、自閉症児者を支援する関係機関に対して意識する度合いを問
う、独自の31項目の質問項目の平均値は、すべて 3点以上で、その内 7割程度が 4点台であった。自閉症
という状態そのものが「コミュニケーションの障害」であり、「生きにくさ」そのものであるという深刻
さから、周りの人の適切な距離を置いた支えの重要性が浮き彫りになると指摘されている（西村 2004)
5)
。
独特な障害特性がある自閉症児者を支援するためには、関係機関同士のネットワークが緊密であることが
望まれる。発達障害者支援センターは自閉症児者とその家族や関係機関等に対して、相談支援、発達支
援、就労支援、及び情報提供等、幅広い支援を行う機関である。このため、その職員は、自閉症児者を支
援する関係機関との連携に対して、広く関心を向けているものと考えられる。
自閉症の障害特性の改善が順調で、社会適応面でも問題がなく、自立した社会生活が可能になるものは
少ない。青年期・成人期になっても、社会的自立ができるレベルまで達しえなかったものの方が多い（村
田 1980)
6)
。このため、各自閉症児者の認知障害等の障害の軽減を図るためには、教育や療育による支援
が不可欠である。したがって、第 1因子「発達に関する支援」は、発達障害者支援センターの職員が、自
閉症児者に対する日常生活や社会生活に必要な事柄の理解を促進する支援を行う、関係機関との連携を重
視していることを表していると判断される。
自閉症児者には人間関係の障害があるため、社会適応に困難さがあるという障害特性を踏まえた上で、
支援しなければならない（Marcia ＆ Leslie 1999)
7)
。自閉症児者の独特な障害特性を周囲が理解するには
多くの困難さがあり、自閉症児者の家族だけでなく、保育機関や教育機関に対する専門的支援が不可欠で
ある。このため、第 2因子「相談による支援」は、発達障害者支援センターの職員が、自閉症児者の家
族、及び保育機関や教育機関と連携して、相談支援を充実させていくように心がけていることを表してい
るものと考えられる。
以前より、自閉症児者は青年期・成人期になっても行動上の多くの問題が残るとされている（矢野・山
松 山 郁 夫198
32.975*3
140
420
563
F 値自由度
9.608
.291
28.825
171.517
122.386
322.728
連 携
被調査者
誤 差
全 体
平均平方平方和区 分
.151
.286*
第 3因子
.462*
.327*
.612*
.135*第 1因子「発達に関する支援」
第 2因子「相談による支援」
第 3因子「就労に関する支援」
第 4因子「療育による支援」第 2因子
下 1993)
8)
。しかしながら、問題行動の有無が必ずしも就労のための条件にならないことも示されている
（上岡 1997)
9)
。自閉症児者に対してその状態像や社会適応に関する状況を踏まえながら、適切な就労支援
が模索されてきた。現在、発達障害者支援法によって、発達障害者支援センターには、自閉症児者に対す
る就労支援が重要な業務として求められている。それ故、第 3因子「就労に関する支援」は、発達障害者
支援センターの職員が、自閉症児者に対する就労支援を行っている機関との連携を強化する必要があると
認識していることを表しているものと推察される。
自閉症の幼児期においては、他者とコミュニケーションをとったり、様々な遊びを通して対人疎通性や
認知言語能力等を向上させたりして発達を促進し、障害の軽減を図る必要がある（松山 2010)
10)
。幼児期
以降のライフステージにおいても、これらのアプローチが欠かせない。したがって、第 4因子「療育によ
る支援」は、発達障害者支援センターの職員が、自閉症児者に対する療育支援を行う関係機関との連携を
重視していることを表していると判断される。
現在、地域において自閉症児者が日常生活や社会生活ができるように、その発達を支援していくことが
求められている。また、自閉症児者の自立を考慮すると、その日常生活習慣、余暇活動だけでなく、職業
に関する技能も高める必要がある（Brenda 2002)
11)
。したがって、発達障害者支援センターの職員は、
「発達に関する支援」と「就労に関する支援」に対する連携を最重要課題と捉え、これらを踏まえて「相
談による支援」を行う機関との連携を図ることで、自閉症児者とその家族の地域生活が充実するように努
めているものと推察される。また、自閉症児者の療育を行う機関として障害者支援施設がある。その生活
支援員は、自閉症者の生活状況を全般的に捉えながら療育を行っている（松山 2012)
12)
。療育による支援
を行う機関には、自閉症児者に対する生活支援を包括的に行う機能が含まれている。このため、発達障害
者支援センターの職員は、「療育による支援」を行う機関に対する連携よりも「発達に関する支援」、「就
労に関する支援」、及び「相談による支援」を行う各機関との連携を優先しているのであろう。これらの
ことから、発達障害者支援センターの職員は、自閉症児者を支援する関係機関との連携に対して、「発達
に関する支援」と「就労に関する支援」、「相談による支援」、「療育による支援」の順に関心を向けている
ものと考えられる。
以上の知見を考慮して、発達障害者支援センターの職員には、自閉症児者を支援する関係機関との連携
を図っていくことが求められる。今後、地域における自閉症児者の日常生活や社会生活を充実させるため
には、どのような関係機関との連携のあり方が望ましいのかを検討する必要がある。
Ⅴ．結 論
発達障害者支援センターの職員は、自閉症児者を支援する関係機関との連携に対して、広く捉えようと
していること、及び「発達に関する支援」と「就労に関する支援」、「相談による支援」、「療育による支
援」の 4つの視点から捉え、この順に関心を向けていることが明らかになった。これらを考慮して関係機
関との連携を図っていく必要があると考察した。
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